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◇  先着順による市有地購入手続きの流れ 

   

 

  

②購入申込み 

随時受付します。 

午前９時から午後５時まで 

（土日祝祭日及び年末年始を除く） 

①応募要領・物件の確認 

応募要領、物件調書及び現地を必ず確認

ください。 

③売却決定 

内部で資格審査等を実施した後、売却の

決定通知を送付します。 

④契約保証金の納付 

売却の決定通知日から、１４日以内に契

約保証金を納付していただきます。 

※契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上 

⑤売買契約締結 

⑥売買代金の納付 

契約締結後９０日以内に一括納付してい

ただきます。 

⑦物件の引渡し及び所有権移転登記 

登録免許税等の諸費用は買受人の負担

となります。 
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１．売却物件及び調査等 

（１）売却物件 

所在地 地目 
実測面積 

（公簿面積） 
最低売却価格 

建物

有無 

富士見市諏訪一丁目1780番4 雑種地 
210.60㎡ 

（210㎡） 
44,226,000円 無 

 

（２）売却物件の調査等 

売却物件は現況有姿での引渡しとなりますので、現地の現況及び土地利用制限

等については、必ず調査・確認してください。 

なお、売却物件に係る現地説明会は開催いたしませんが、現地の確認は自由に

していただいて構いません。ただし、確認にあたっては、通行人や近隣住民の迷

惑とならないようご配慮ください。 

 

２．申込者の資格 

個人又は法人を問わず応募できます。 

ただし、次のいずれかに該当するものは、応募することができません。 

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項各号又は第

2項各号のいずれかに該当する者。 

（２） 富士見市の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成19年富士見市告示第246号）

別表に掲げる措置要件のいずれかに該当する者。 

（３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第

2条第2号に規定する暴力団、同法第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という）に該当する者及び暴力団員でなくなった日から５年を経過し

ない者。 

法人にあっては、役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所等を代表

するものをいう）が暴力団員に該当する者。 

（４） 大量無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第

147 号）第 5条第 1項の規定による観察処分を受けた団体及び当該団体の役員

又は構成員に該当する者。 

（５） 上記（３）又は（４）に掲げる者から委託を受けた者又は上記（３）若しく

は（４）に掲げる者の関係団体及びその役員若しくは構成員に該当する者。 

 

３．売却に係る主な前提条件等 

 上記１の売却物件の売買契約においては、次の条件を付します。契約内容の詳細に

ついては、別添の「土地売買契約書（案）」を必ずご確認ください。 
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（１）禁止用途 

①売却物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律

第 77 号）その他の法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体

等であることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用

に供し、又は、これらの用に供されることを知りながら、売却物件の所有権

を第三者に移転し、若しくは売却物件に係る賃借権、使用貸借による権利そ

の他の使用及び収益を目的とする権利を第三者に取得させてはならない。 

 

②売却物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年

法律第122号）第2条第1項に規定する風俗営業、同条第5項に規定する性

風俗関連特殊営業その他これらに類する生業の用に供し、又はこれらの用に

供されることを知りながら、売却物件の所有権を第三者に移転し、若しくは

売却物件に係る賃借権、使用貸借による権利その他の使用及び収益を目的と

する権利を第三者に取得させてはならない。 

 

（２）その他 

①引渡し条件 

売却物件は、物件調書の記載の有無に関わらず、現況のままで引き渡します。

（資料と現況が相違している場合は、現況が優先します。）したがって、雑草の

草刈り、フェンス・囲障など地上・地下・空中工作物の補修・撤去などの負担

及び調整は、物件敷地の内外及び所有権等権利の帰属主体のいかんを問わず、

一切富士見市では行いません。  

また、上下水道、電気及び都市ガスなどの供給処理施設の引込みが可能であ

る場合に、既存の埋設管等の補修や新たに敷地内への引込みを要することがあ

りますが、富士見市では、補修や引込工事等の実施、これらに必要な費用の負

担、供給処理施設への負担金の支出等は一切行いませんので、関係機関及び供

給処理施設管理者等にお問い合わせの上、買受者で対応してください。 

 

 ②各種土地の調査 

売却物件については、土壌調査、地耐力調査、地盤調査及び地下埋設物調査

等は行っておりません。売買契約締結後に、土壌汚染、地盤沈下、地下埋設物

等が発見されても、富士見市は責任を負いません。 

 

③契約不適合責任 

売却物件は現況有姿で売買するものとし、契約締結後に売買物件の地積の

不足その他契約の内容に適合しないものを発見しても、履行の追完の請求、

売買代金の減額若しくは損害賠償の請求、又は契約の解除をすることはでき

ません。 
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４．購入の申込み 

 事前に電話等で希望物件の受付状況を確認の上、必要書類を持参してお申込くださ

い。先着順で申込を受け付けます。 

 ただし、次の場合は同着とみなします。 

・受付場所に同時刻に複数の申込者が到着しており、必要書類等に一切の不備がな

い場合。 

 

（１）受付期間 令和６年９月９日（月）から終了日未定 

午前９時から午後５時まで ※土日祝祭日及び年末年始は除く 

（２）受付場所 富士見市役所 分館３階 公共施設マネジメント課 

（３）受付方法 上記受付場所に直接必要書類を持参してください。 

※郵送による受付は行いません。 

（４）必要な書類（各１部） 

番号 個人の場合 法人の場合 

① 市有地買受申請書（様式１） 

※共有名義で申込む場合は、上記のほかに共有者名簿（様式１－２） 

② 誓約書（様式２） 

③ 申込者本人の住民票の写し 

※本籍・続柄・マイナンバー記載のないもの 

法人の登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

④ 印鑑登録証明書 印鑑証明書 

⑤ 必要書類を窓口へ持参される方の公的機関が発行した顔写真入りの本人確

認資料の写し（例：マイナンバーカード、運転免許証など） 

⑦ 委任状（様式３） ※代理人により申込する場合のみ 

※申込者は買受者となった場合に契約の名義人となります。 

※③、④は発行後１か月以内のもので原本が必要となります。 

※共有名義で申込む場合には、共有者名簿（様式１－２）のほか、共有者全員の②

から④の書類が必要となります。 

※代理人が申請される場合には、代理人の本人確認資料の写しが必要です。 

※法人が申込をされる場合で、当該法人の従業員の方が申請される場合も委任状（様

式３）が必要です。 

※提出書類は返却いたしませんので、ご了承ください。 

※必要書類の取得費用等の諸費用は、申込者の負担となります。 
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５．買受人の決定方法 

（１）買受人は、申込資格があり、富士見市が定めた最低売却価格以上の買受金額を最

初に提示した者とします。 

（２）申込者が同着で複数いる場合には、最も高い買受金額を提示した者を買受人と

します。 

（３）申込者が同着で複数おり、提示した買受金額が同額である場合は、くじ引きに

よって買受人を決定します。この場合、当該申込者にくじを引いていただきま

す。 

なお、くじ引きで次点以下となった申込者は買受候補者とし、買受人として決定

した者との契約が不調になった場合、順次繰り上げて買受人とします。 

 

※くじ引き方法 

① 同時刻に並んでいた順にくじを引く順序を決めるくじ引きを実施する。 

② ①で決定した順序でくじ引きを実施し、買受人を決定する。 

 

６．契約保証金 

買受者には契約締結前までに、契約保証金を納付していただきます。 

（１）金額 

買受金額の10/100にあたる金額の納付が必要です。 

 

（２）納付方法 

①納付書による納付 

売却の決定通知に納付書を同封しますので、納付期限までに富士見市が指定

する金融機関に納付してください。 

②銀行振込による納付 

銀行振込により納付する場合には、納付期限までに富士見市が指定する口座

に電信扱いで納付してください。 
 
※契約保証金を納付した後、その納付を証明するものの原本（例：納付書兼

領収書、通帳等）を契約時に提示していただきます。 

※納入通知書により納付する場合には、手数料はかかりません。 

※銀行振込で納付する際の手数料は買受者の負担となります。 

 

（３）期限 

売却の決定通知日から１４日以内 

※売買契約の締結期限も上記期限までとなります。 

 

（４）富士見市への帰属 
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買受者が富士見市に納付した契約保証金は、当該買受者が売買代金の残額を

期日までに支払わない場合など、契約上の義務を履行しない場合には富士見市

に帰属するものとし、返還いたしません。 

 

（５）契約保証金の売買代金への充当 

買受者が富士見市に納付した契約保証金は、売買代金の一部に全額充当しま

す。 

 

７．契約の締結 

（１）契約書の作成 

買受者には、別添の土地売買契約書（案）により土地売買契約を締結してい

ただきます。契約書は富士見市で２部用意します。富士見市保管用のもの１部

に貼付する収入印紙（売買金額に応じたもの）は、買受者の負担となります。

なお、富士見市が作成する文書は印紙税非課税であるため、買受者保管用の契

約書には収入印紙を貼付しません。 

 

（２）契約締結期限 

売却の決定通知日から１４日以内 

 

（３）土地売買契約書（案） 

添付されていますので、ご参照ください。 

 

（４）その他諸費用 

売買代金以外にも、土地売買契約書に貼付する収入印紙、所有権移転登記に

係る登録免許税、不動産取得税等、本契約の締結及び履行に関して必要な費用

は、買受者の負担となりますのでご承知おきください。 

なお、本契約は土地売買契約のため、消費税及び地方消費税は非課税となり

ます。 

 

８．売買代金の納付等 

（１）売買代金の納付期限 

売買契約締結日から９０日以内 

※売買代金の納付に当たっては、先に納めた契約保証金を全額充当し、その

残額を納付していただきます。 

 

（２）納付方法 

事前にご連絡をいただいた上、銀行振込による電信扱いで富士見市の指定口
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座に一括で納付していただきます。 

※銀行振込で納付する際の手数料は買受者の負担となります。 

※分割納入等の方法によることはできません。 

 

９．所有権の移転等 

（１）所有権移転及び引渡しの時期 

売買物件の所有権は、売買代金を完納したときに、富士見市から買受者に移

転したものとします。 

なお、売買物件は上記のとおり所有権が移転したときに、現況のまま引渡し

があったものとします。 

 

（２）登記の手続き 

所有権移転登記の手続きは、富士見市が売買代金の完納を確認したのち、速

やかに法務局において嘱託にて行います。 

なお、必要書類等は個別にご連絡いたします。 

※富士見市は不動産登記簿謄本上の所有権移転のみを行います。 

※登記原因日は契約締結日となります。（登記原因日の変更はできません。） 

※所有権の移転登記が完了するまで、関係書類の受領後一定期間を要します。 

※登記識別情報通知（登記済証）などの権利関係書類は、登記手続き完了後

に買受者に引き渡します。 

※中間省略登記はできません。  

 

（３）特記事項 

①危険負担 

契約を締結した時点で、売却物件に係る危険負担は買受者に移転します。

したがって、契約締結後から引渡しまでの間に富士見市の責に帰すことがで

きない事由により、当該売却物件の滅失等が生じた場合には、富士見市に対

して売買代金の減額を請求することはできません。 

 

②移転登記前の使用制限 

買受者は、売買物件の所有権移転登記完了前に、売却物件に地上権や賃借

権などの使用・収益を目的とする権利を設定したり、当該物件を売買するこ

とはできません。 

 

１０．売却結果の公表 

 売却結果等について、情報公開請求があった場合には、富士見市情報公開条例(平

成9年条例第17号)の規定に基づき公開されます。 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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物件案内図 
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物件案内図

売却地
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指定容積率

斜線制限（道路、隣地）、日影規制あり

・現況での売却となります。ただし、車止めは市で撤去いたします。
・諏訪一丁目1791番2が一部入り込んでいますが今回の売却対象ではございません。
当該地は埼玉県が所有する土地であるため、購入をご希望される場合には、埼玉県川
越県土整備事務所管理担当（TEL：049-243-2021）へご相談ください。
・売却地と県道三芳富士見線との間に、諏訪一丁目1792番12、同1780番7、同1780番8
が存在していますが、この３筆は売却対象外です。また、道路境界はこの３筆の県道側
であるため、売却地とこの３筆が接している境界面については、現状接道していない状
況です。ただし、令和6年7月26日に当該３筆も道路区域として変更決定が行われまし
た。道路としての供用開始時期については、埼玉県川越県土整備事務所管理担当
（TEL：049-243-2021）へお問い合わせください。
・公共下水道の接続時に公共下水道受益者負担金が必要になりますので、別途富士
見市下水道課と協議が必要となります。
・水道に関しては加入申込金が必要となり、引込箇所について、富士見市水道課と協
議が必要になる場合があります。
・隣地の植栽等、一部越境しているものがあります。
・売却地内に電柱（本柱２本・支線１本）が設置されています。
・この物件調書は令和６年９月４日現在のものです。

用　　途

延床面積

事業所名

東武東上線　　鶴瀬駅　　　北東方約　１．８km　　　徒歩約２０分
　
東武バスウエスト　富士見市役所前バス停まで徒歩２分
ライフバス　富士見市役所前バス停まで徒歩２分
富士見市内循環バスふれあい号　富士見市役所バス停まで徒歩２分

小学校

中学校

物件調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

富士見市諏訪一丁目1780番4

建物の構造

竣　　工

都市計画区域

富士見市立東中学校　　　　　北東方 約１．５km

供給処理施設名 引込状況

引込無し

都市ガス

049-251-2711

連絡先

用途区域

建築後退の有無

供給処理施設の状況

指定建ぺい率 60%

200%

富士見市水道課 049-251-2711

なし

その他の制限

下水道

電気

負担の内容

道路法及び建築基準法第42条第１項第1号の道路に接道
※土地の一部が接道しておりません。詳しくは別紙図面を参照してください。

負担の有無

各事業者と協議及び所定の手続きをお願いいたします。

上水道 引込無し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市街化区域

第一種住居地域

富士見市下水道課

地目
210.60㎡

雑種地

　　　　　　　　　　有　　　　・　　　無

県道三芳富士見線　幅員約２０m　舗装

市道5137号線　幅員約１６．８m　舗装接面道路の幅員及び構造

法
令
に
基
づ
く
制
限

現況
（210㎡）

指定無

更地

建

物

現　　況

私道の負担等に
　　　　　関する事項

防火地域等

備　　考　　欄

交通機関（現地まで）

学　　　　区

引込無し

富士見市立諏訪小学校　　　 南東方 約０．５km

所在地

引込無し

実測面積
（公簿面積）

接面道路の説明



 

令和6年7月26日に道路区域と

して変更決定の告示済。 

売却対象外 
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物件現況写真 
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物件現場詳細写真 

 

 

売却対象外 売却地 

売却対象外 


